
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田

全体計画 経費区分 － 内線 3644

事務事業名 4282 私立保育所運営助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 040000 私立保育所運営助成事業

事業目的 事業概要・効果 

私立保育所の円滑なる運営保育内容の向上 市内の８私立保育所等が実施する保育士配置基準を緩

和するための保育士雇用及び特別支援のための加配保

育士の雇用等に対し、補助金を交付し運営の安定及び

保育内容の充実が図られた。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

補助総額　42,8

内

71,000円 補助総

部

額　143,616,

評

471円

令和 4年度

価

　実績 令和 5年度　

【

予定

補助総額　74,

二

414,000円 補助

次

総額　63,148,

】

000円

令和 6年度

1

　予定 令和 7年度　

頁

予定

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



8

特 定 都道府県支出金 12,907 16,131

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 46,549 37,489

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,087.4 2,087.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,087.4 2,087.4

市民一人当たりの経費 1.4 1.2

総額 72,257.4 65,235.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 

内

需用費 0

12節 委託

部

費 0

14節 工事請負

評

費 0

私立保育園に対す

価

る補助金 65,02

【

1
18節 負担金補助

二

及び交付金 65,02

次

1

国庫補助返還金（子

】

ども子育て支援体制総

2

合推進事業）5,14

頁

9 
その他 5,149

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 病児保育実施

算　　式 単位 か所

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 1 1 1 1 1
目 標 値

実 績 1 1 1 1 1

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 70,170 63,148

国庫支出金 10,714 9,52



委

めているか 変わらない

託

・使用料などの受益者

費

負担や補助対象事業の

1

範囲など、財源確保の

4

余地はないか

補助基準

節

があるためコスト削減

 

は難しい

評   価

コ

工

メント

振り返り（決算

事

年度の取組み課題）

補

請

助金交付により、増加

負

する保育需要に対応で

費

きた。

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立保育園に

5

対する補助金　63,

年

148
18節 負担金

度

補助及び交付金 63,

当

148

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 必要不可欠

・法的

主

な根拠や公的関与の妥

な

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

金

想）に結びついている

額

か

保育需要に対応する

内

ため、民間事業への補

容

助は不可欠

　
評   

7

価

コメント

・事業の成

節

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

報

民生活上の課題解決に

償

貢献しているか 大変有

費

効

・行政内部の管理上

1

の課題解決に貢献して

0

いるか

・事業の目的が

節

達成できるような事業

 

内容になっているか

保

需

育需要に対応するため

用

、民間事業への補助は

費

大変有効

 
評   価

1

コメント

・成果を落と

2

さずにコストを削減す

節

る方法はあるか

効 率

 

 性 ・効率性向上に努



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

保育需要の増加に対応するため、民間施設の増加は不 保育需要の増加に対応するため、民間施設への

内

支援は

可欠 不可欠

外部

部

評価

次年度以降の方向

評

性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

養育支 を図る。人権教

規

育プログラム（CAP

完

ﾜｰｸｼｮﾌﾟ）、養

了

育支

援訪問事業、ショ

事

ートステイ事業の実施

業

。 援訪問事業、ショー

ゼ

トステイ事業の実施。

ロ

令和 4年度　実績 令

予

和 5年度　予定

子ど

算

も家庭支援員　3名 子

事

ども家庭支援員　3名

業

児童の発達相談及び児

担

童虐待防止対応のため

当

、相談業 児童の発達相

者

談及び児童虐待防止対

全

応のため、相談業

務の

体

実施。要対協の調整機

計

関として関係機関との

画

連携 務の実施。要対協

経

の調整機関として関係

費

機関との連携

を図る。

区

人権教育プログラム（

分

CAPﾜｰｸｼｮﾌﾟ

内

）、養育支 を図る。人

線

権教育プログラム（C

事

APﾜｰｸｼｮﾌﾟ）

務

、養育支

援訪問事業、

事

ショートステイ事業の

業

実施。 援訪問事業、シ

名

ョートステイ事業の実

所

施。

令和 6年度　予

　

定 令和 7年度　予定

　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 5年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3645

事務事業名 4284 家庭児童相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 050000 家庭児童相談事業

事業目的 事業概要・効果 

  家庭における人間関係の健全化及び児童養育の適正   家庭児童相談員を配置し、きめ細やかな寄り添った

化や虐待防止等、家庭児童福祉の向上のため、家庭児 支援を実施する。

童相談員による専門的な相談業務等を行う。   教職員及び年長児童とその保護者に対してCAPワー

 クショップ

内

を実施し、児童虐待防

部

止強化を図る。

  要

評

対協の調整機関として

価

関係機関との連携を図

【

る。

　養育支援が必要

二

である家庭に対し、安

次

定した養育を

可能とす

】

るため、訪問支援者を

1

派遣し、相談及び支援

頁

(養育支援訪問事業）

令

を実施する。

　保護者

和

が児童を養育すること

　

が一時的に困難となっ

５

た場合に、当該児童を

年

児童福祉施設において

度

一定期間

養育を行うシ

　

ョートステイ事業を実

行

施する。

ＰＬＡＮ－Ｄ

政

Ｏ

年度実績及び予定

令

評

和 2年度　実績 令和

価

 3年度　実績

家庭児

事

童相談員　2名 子ども

業

家庭支援員　3名

児童

別

の発達相談及び児童虐

シ

待防止対応のため、相

ー

談業 児童の発達相談及

ト

び児童虐待防止対応の

実

ため、相談業

務の実施

計

。要対協の調整機関と

対

して関係機関との連携

象

務の実施。要対協の調

評

整機関として関係機関

価

との連携

を図る。人権

対

教育プログラム（CA

象

Pﾜｰｸｼｮﾌﾟ）、



地方債 0 0

その他 21 19

一般財源 6,160 10,376

正規職員 0.2 1.3
人員数

会計年度（フル） 1.8 2.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,391.6 9,045.4

人　員 会計年度（フル） 6,307.2 7,008.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 7,698.8 16,053.4

市民一人当たりの経費 0.3 0.6

総額 16,506.8 30,584.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

ＣＡＰ研修講師謝礼894 その他　75
7節  報償費 96

内

9

ＣＡＰ研修テキスト

部

代22
10節 需用費

評

22

養育支援訪問事業

価

委託料（家事・育児支

【

援ヘルパー委託）18

二

8、子育て短
12節 

次

委託費 404
期支援事

】

業(ショートステイ事

2

業）委託料159　他

頁

57

14節 工事請負

指

費 0

家庭児童相談員連

 

絡協議会負担金4
18

標

節 負担金補助及び交

 

付金 4

家庭児童相談員

名

給料4,579、職員

算

手当等1,184、共

　

済費1,140、保護

　

者ワー
その他 7,40

式

9
ク託児手数料12　

単

その他494

位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,808 14,531

国庫支出金 2,248 3,010

特 定 都道府県支出金 379 1,126

財 源



委

ない支援を行うため重

託

要で

必要な事業である

費

。
評   価

コメント

1

・事業の成果は上がっ

4

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

工

課題解決に貢献してい

事

るか 大変有効

・行政内

請

部の管理上の課題解決

負

に貢献しているか

・事

費

業の目的が達成できる

1

ような事業内容になっ

8

ているか

家庭児童相談

節

員によるきめ細やかな

 

寄り添った支援が実施

負

でき、かつ、要対協の

担

調整機関として関係機

金

関との

連携を図れてお

補

り課題解決が図られて

助

いる。
評   価

コメ

及

ント

・成果を落とさず

び

にコストを削減する方

交

法はあるか

効 率 性

付

・効率性向上に努めて

金

いるか やや悪化

・使用

そ

料などの受益者負担や

の

補助対象事業の範囲な

他

ど、財源確保の余地は

Ｃ

ないか

事案解決のため

Ｈ

、複数の人員が携わっ

Ｅ

ており、効率化が悪化

Ｃ

している。

評   価

Ｋ

コメント

振り返り（決

個

算年度の取組み課題）

別

関係機関が増えており

評

調整作業に多くの時間

価

がかかっているが、そ

項

の分、各支援機関が連

目

携が密に図られている

評

。

価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

ＣＡＰ研修講師謝礼1

令

,056　その他　1

和

43
7節  報償費 1

 

,199

ＣＡＰ研修テ

5

キスト代22
10節 

年

需用費 22

養育訪問支

度

援事業委託料（家事・

当

育児支援ヘルパー委託

初

）743
12節 委託

予

費 2,731
子育て短

算

期支援事業（ショート

　

ステイ）委託料81　

事

その他1907

14節

業

 工事請負費 0

家庭児

費

童相談員連絡協議会負

の

担金4、虐待対応研修

内

会負担金9
18節 負

訳

担金補助及び交付金 1

主

3

会計年度給料4,6

な

05、職員手当等1,

節

240、共済費1,1

金

90、旅費101、保

額

護者ワ
その他 10,5

内

66
ーク託児手数料1

容

5　その他3415

Ｃ

7

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

節

評価観点 評価内容

・市

 

民の生命・財産を守る

 

ため市が実施すること

報

が必要不可欠な事業で

償

あるか

・行政内部の管

費

理運営上必要な事業で

1

あるか

必 要 性 ・市

0

が主体となり実施すべ

節

き事業か 必要不可欠

・

 

法的な根拠や公的関与

需

の妥当性はあるか

・目

用

的は結果（施策の目指

費

す理想）に結びついて

1

いるか

児童福祉法で定

2

められた重要な業務で

節

あり、児童や保護者の

 

生命を守り、切れ目の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

要保護児童への適切な支援等、家庭児童相談員の業務 要保護児童等への適切な支援は重要。対応

内

件数が増加

は重要であ

部

り、引き続き３人体制

評

で相談業務を継続 して

価

いるため、きめ細やか

【

な対応ができるよう相

二

談・

支援体制のさらな

次

る充実を図る必要があ

】

る。

外部評価

次年度以

4

降の方向性

外部評価コ

頁

メント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

か教室の実施　 ・すこ

規

やか教室の実施　

・心

完

理、個別相談の実施 ・

了

心理、個別相談の実施

事

・すこやか相談事業研

業

修会の開催　1回 ・す

ゼ

こやか相談事業研修会

ロ

の開催　1回

令和 4

予

年度　実績 令和 5年

算

度　予定

・発達アンケ

事

ート(5歳児保護者、

業

5歳児担任）の実施 ・

担

発達アンケート(5歳

当

児保護者、5歳児担任

者

）の実施

・巡回　5歳

全

児、6歳児、小１ ・巡

体

回　5歳児、6歳児、

計

小１

・すこやか教室の

画

実施　 ・すこやか教室

経

の実施　

・心理、個別

費

相談の実施 ・心理、個

区

別相談の実施

・すこや

分

か相談事業研修会の開

内

催　1回 ・すこやか相

線

談事業研修会の開催　

事

1回

令和 6年度　予

務

定 令和 7年度　予定

事

・発達アンケート(5

業

歳児保護者、5歳児担

名

任）の実施 ・発達アン

所

ケート(5歳児保護者

　

、5歳児担任）の実施

　

・巡回　5歳児、6歳

属

児、小１ ・巡回　5歳

施

児、6歳児、小１

・す

　

こやか教室の実施　 ・

　

すこやか教室の実施　

策

・心理、個別相談の実

会

施 ・心理、個別相談の

計

実施

・すこやか相談事

予

業研修会の開催　1回

算

・すこやか相談事業研

科

修会の開催　1回

目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 平成27年度 ～ 令和 2年度 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12602 すこやか相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 070000 すこやか相談事業

事業目的 事業概要・効果 

３歳児健診以後、小学校入学までの間の児童の発達の 平成18年度から子ども課に専任のコーディネータを配

状況を早期に把握し、発達障がいが疑われる児童とそ 置し「すこやか相談事業」を実施。５歳児童全員のア

の保護者に対し、早期療育支援等子育て支援を的確に ンケート調査（保護者・クラス担任）を

内

基に各園を巡

行うとと

部

もに、幼稚園・保育園

評

へも支援を行い、児童

価

回する中で、個別に支

【

援が必要な児童を早期

二

発見し、

の就学に向け

次

て総合的な支援を行う

】

。 療育教室へ繋げるな

1

ど早期支援を行う。併

頁

せてアンケ

ートで児童

令

の心配な点を上げてき

和

た保護者全てに、ス

タ

　

ッフから、現在の児童

５

の姿を伝えるなど保護

年

者への

支援も実施。小

度

学校に入学後も個別配

　

慮・支援、継続

観察が

行

必要と思われる児童に

政

ついては、小学校へ引

評

き

継ぐとともに巡回を

価

実施。幼・保・小が連

事

携し、一人

ひとりの児

業

童に寄り添い継続支援

別

ができる。

ＰＬＡＮ－

シ

ＤＯ

年度実績及び予定

ー

令和 2年度　実績 令

ト

和 3年度　実績

・発

実

達アンケート(5歳児

計

保護者、5歳児担任）

対

の実施 ・発達アンケー

象

ト(5歳児保護者、5

評

歳児担任）の実施

・巡

価

回　5歳児、6歳児、

対

小１ ・巡回　5歳児、

象

6歳児、小１

・すこや



その他 0 0

一般財源 6,886 401

正規職員 0.8 0.7
人員数

会計年度（フル） 2.2 2.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 5,566.4 4,870.6

人　員 会計年度（フル） 7,708.8 7,008.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 13,275.2 11,878.6

市民一人当たりの経費 0.4 0.4

総額 20,161.2 19,242.6

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

臨床心理士謝礼165、すこやか相談研修会講師謝礼7　その他１
7節  報償費

内

173

すこやか教室教

部

材費45　その他　5

評

10節 需用費 50

1

価

2節 委託費 0

14節

【

 工事請負費 0

18節

二

 負担金補助及び交付

次

金 0

すこやか相談ｺｰ

】

ﾃﾞｨﾈｰﾀ及び相談

2

員給料4,492、職

頁

員手当等937、
その

指

他 6,663
共済費1

 

,229、郵便料5

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,886 7,364

国庫支出金 0 5,570

特 定 都道府県支出金 0 1,393

財 源 地方債 0 0



委

・行政内部の管理上の

託

課題解決に貢献してい

費

るか

・事業の目的が達

1

成できるような事業内

4

容になっているか

巡回

節

により、観察が必要な

 

児童については、保護

工

者とも連絡をとり、小

事

学校への円滑な移行に

請

ついて支援でき

ており

負

、有効性あがっている

費

。
評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

8

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

負

か 変わらない

・使用料

担

などの受益者負担や補

金

助対象事業の範囲など

補

、財源確保の余地はな

助

いか

システムとしての

及

すこやか相談が確立さ

び

れており、効率性に変

交

化はない。

評   価

付

コメント

振り返り（決

金

算年度の取組み課題）

そ

５歳児、６歳児の巡回

の

により小学校への円滑

他

な移行が図られている

Ｃ

。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

臨床心理士謝礼 18

令

7、すこやか相談研修

和

講師謝礼 30
7節 

 

 報償費 217

すこや

5

か教室教材費 50
1

年

0節 需用費 50

12

度

節 委託費 0

14節 

当

工事請負費 0

18節 

初

負担金補助及び交付金

予

0

すこやか相談ｺｰﾃ

算

ﾞｨﾈｰﾀ及び相談員

　

給料4,611、職員

事

手当等1,231、
そ

業

の他 7,097
共済費

費

1,179、旅費21

の

、郵便料等5　その他

内

　50

ＣＨＥＣＫ

個別

訳

評価

項目 評価観点 評価

主

内容

・市民の生命・財

な

産を守るため市が実施

節

することが必要不可欠

金

な事業であるか

・行政

額

内部の管理運営上必要

内

な事業であるか

必 要

容

 性 ・市が主体となり

7

実施すべき事業か 必要

節

不可欠

・法的な根拠や

 

公的関与の妥当性はあ

 

るか

・目的は結果（施

報

策の目指す理想）に結

償

びついているか

幼年期

費

における発達過程の変

1

化や困り感は、乳幼児

0

健診では発見が困難で

節

あるため、すこやか相

 

談事業による

巡回が必

需

要である。
評   価

用

コメント

・事業の成果

費

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

2

分か

有 効 性 ・市民

節

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 大変有効



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

子どもの発達状況を早期に把握し必要な支援を園小切 子どもの発達状況を把握し必要な早期支援

内

に繋いでい

れ目なく支

部

援するための事業であ

評

り、重要度は高い。 る

価

重要性の高い事業。学

【

校とも連携があり効果

二

的に進

められている。

次

外部評価

次年度以降の

】

方向性

外部評価コメン

4

ト

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4288 保育所管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 020000 保育所管理事業

事業目的 事業概要・効果 

公立保育園の管理運営 公立保育園の適切な管理運営経費

2023年度、経年劣化をしてきた日野・東部保育園等の

施設を修繕する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育所施設修繕　1,000,000円 保育所施設修繕　5,184,679円

借上料　9,105,000円等 借上料　8,671,5

内

87円等

令和 4年度

部

　実績 令和 5年度　

評

予定

保育所施設修繕　

価

4,338,177円

【

保育所施設修繕　7,

二

000,000円等

借

次

上料　8,558,6

】

38円等

令和 6年度

1

　予定 令和 7年度　

頁

予定

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



223 478

一般財源 13,837 65,857

正規職員 2.4 2.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 8.3 9.7

正規職員 16,699.2 16,003.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 13,512.4 15,791.6

計 30,211.6 31,795.0

市民一人当たりの経費 1.6 1.9

総額 86,271.6 98,130.0

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費2,938、下水3,501、修繕4

内

,338、電気18,

部

623、ガス7,48

評

8、
10節 需用費 4

価

1,552
水道4,6

【

64

保育料業務339

二

、保守点検417、そ

次

の他1,130
12節

】

 委託費 1,886

1

2

4節 工事請負費 0

日

頁

本スポーツ振興負担金

指

327、保育園連盟負

 

担金138、他212

標

18節 負担金補助及

 

び交付金 677

賃借料

名

8,559、手数料3

算

,006、他380
そ

　

の他 11,945
 

　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 56,060 66,335

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 42,



委

有効

・行政内部の管理

託

上の課題解決に貢献し

費

ているか

・事業の目的

1

が達成できるような事

4

業内容になっているか

節

保育が必要な児童を公

 

立保育園で受け入れる

工

ことで、保護者の就労

事

等に非常に有効

評  

請

 価

コメント

・成果を

負

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

8

に努めているか 変わら

節

ない

・使用料などの受

 

益者負担や補助対象事

負

業の範囲など、財源確

担

保の余地はないか

保育

金

の質と効率性について

補

十分考慮している。

評

助

   価

コメント

振り

及

返り（決算年度の取組

び

み課題）

保護者の就労

交

に必要不可欠な保育施

付

設管理ができた。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費3,260、光熱水

和

費37,618、修繕

 

7,000
10節 需

5

用費 47,878

電算

年

業務340、電気保安

度

業務197、シルバー

当

600、その他1,6

初

01
12節 委託費 2

予

,738

14節 工事

算

請負費 0

日本スポーツ

　

振興センター会費34

事

5、保育園連携負担金

業

150、会議313
1

費

8節 負担金補助及び

の

交付金 808

賃借料8

内

,402、手数料4,

訳

679、その他1,8

主

30
その他 14,91

な

1

ＣＨＥＣＫ

個別評価

節

項目 評価観点 評価内容

金

・市民の生命・財産を

額

守るため市が実施する

内

ことが必要不可欠な事

容

業であるか

・行政内部

7

の管理運営上必要な事

節

業であるか

必 要 性

 

・市が主体となり実施

 

すべき事業か 必要不可

報

欠

・法的な根拠や公的

償

関与の妥当性はあるか

費

・目的は結果（施策の

1

目指す理想）に結びつ

0

いているか

保育が必要

節

な児童の受け入れには

 

公立保育園の適切な管

需

理は必要不可欠

評  

用

 価

コメント

・事業の

費

成果は上がっているか

1

・目標に対する達成度

2

は十分か

有 効 性 ・

節

市民生活上の課題解決

 

に貢献しているか 大変



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

今後の施設の老朽化によりさらなる財政負担は必須 適正な運営、施設の維持管理を行った。今後、施

内

設の

老朽化によりさら

部

なる財政負担が見込ま

評

れる。

外部評価

次年度

価

以降の方向性

外部評価

【

コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4289 通常保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 030000 通常保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保護者の就労や病気により、家庭において十分保育す 保護者が昼間労働に従事するなど、家庭において十分

ることができない児童を家庭の保護者にかわって保育 保育することができない児童の保育を行った。

し、児童の健全な発育を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育の実施予定延児童数11,30

内

0人 保育の実施延児童

部

数10,796人

令和

評

 4年度　実績 令和 

価

5年度　予定

保育の実

【

施延児童数10,30

二

9人 保育の実施延児童

次

数10,290人

令和

】

 6年度　予定 令和 

1

7年度　予定

頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



5,723

財 源 地方債 0 0

その他 49,273 86,002

一般財源 401,554 439,401

正規職員 57.6 56.1
人員数

会計年度（フル） 60.0 59.9
（人）

会計年度（パート） 56.3 104.0

正規職員 400,780.8 390,343.8

人　員 会計年度（フル） 210,240.0 209,889.6

コスト 会計年度（パート） 91,656.4 169,312.0

計 702,677.2 769,545.4

市民一人当たりの経費 22.3 24.9

総額 1,166,936.2 1,301,679.4

（

内

単位：千円）

令和 4

部

年度決算　事業費の内

評

訳

主な節 金額 内容

謝礼

価

23
7節  報償費 2

【

3

賄材料費等83,1

二

26
10節 需用費 8

次

3,126

支障木伐採

】

440
12節 委託費

2

440

14節 工事請

頁

負費 0

通園費補助金他

指

274
18節 負担金

 

補助及び交付金 274

標

フルタイム人件費他3

 

80,396
その他 3

名

80,396

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 464,259 532,134

国庫支出金 1,782 1,008

特 定 都道府県支出金 11,650



委

立保育園での保育は大

託

変有効

評   価

コメ

費

ント

・成果を落とさず

1

にコストを削減する方

4

法はあるか

効 率 性

節

・効率性向上に努めて

 

いるか 変わらない

・使

工

用料などの受益者負担

事

や補助対象事業の範囲

請

など、財源確保の余地

負

はないか

公立保育園で

費

の保育に関しては、保

1

育の質と効率性を得バ

8

ランスを取りながら実

節

施

評   価

コメント

 

振り返り（決算年度の

負

取組み課題）

保育が必

担

要な児童を公立保育園

金

で受け入れることで、

補

増加する保育需要に対

助

応することができた。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼35
7節  報償

令

費 35

賄材料費他92

和

,246
10節 需用

 

費 92,246

12節

5

 委託費 0

14節 工

年

事請負費 0

通園費補助

度

金229、バス遠足負

当

担金60
18節 負担

初

金補助及び交付金 28

予

9

フルタイム人件費等

算

425,138、その

　

他14,426
その他

事

439,564

ＣＨＥ

業

ＣＫ

個別評価

項目 評価

費

観点 評価内容

・市民の

の

生命・財産を守るため

内

市が実施することが必

訳

要不可欠な事業である

主

か

・行政内部の管理運

な

営上必要な事業である

節

か

必 要 性 ・市が主

金

体となり実施すべき事

額

業か 必要不可欠

・法的

内

な根拠や公的関与の妥

容

当性はあるか

・目的は

7

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

 

か

保育が必要な児童の

 

受け入れには公立保育

報

園での保育は必要不可

償

欠

評   価

コメント

費

・事業の成果は上がっ

1

ているか

・目標に対す

0

る達成度は十分か

有 

節

効 性 ・市民生活上の

 

課題解決に貢献してい

需

るか 大変有効

・行政内

用

部の管理上の課題解決

費

に貢献しているか

・事

1

業の目的が達成できる

2

ような事業内容になっ

節

ているか

保育が必要な

 

児童の受け入れには公



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

増加する３歳未満児の保育需要に対応するため、今後 増加する３歳未満児の保育需要に対応するため

内

、今後

も公立保育園で

部

保育を実施 も公立保育

評

園での保育を実施して

価

いく。

外部評価

次年度

【

以降の方向性

外部評価

二

コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4290 特別保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 040000 特別保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育 保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育

、障がいのある子どもへの対応など、多様化する保育 、障がいのある子どもへの対応により地域活動を通じ

ニーズに対応するとともに、地域活動を通じて保育園 て保育園児の豊かな心や保護者の子育て支援を図れた

児の豊かな心や保護者の子

内

育て支援を図る。 。

Ｐ

部

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

評

及び予定

令和 2年度

価

　実績 令和 3年度　

【

実績

延長保育延児童数

二

　1,394人 延長保

次

育延児童数　1,39

】

4人

特別支援保育　3

1

3人 特別支援保育　1

頁

6人

一時保育　132

令

人 一時保育　431人

和

乳児保育　420人 乳

　

児保育　426人

病後

５

児保育　60人を予定

年

病後児保育　788人

度

令和 4年度　実績 令

　

和 5年度　予定

延長

行

保育延児童数　1,1

政

09人 延長保育延児童

評

数　1,000人

特別

価

支援保育　22人 特別

事

支援保育　27人

一時

業

保育　365人 一時保

別

育　465人

乳児保育

シ

　436人 乳児保育　

ー

440人

病後児保育　

ト

699人 病後児保育　

実

700人

令和 6年度

計

　予定 令和 7年度　

対

予定

象 評価対象



,165

財 源 地方債 0 0

その他 10,013 2,062

一般財源 60,612 90,667

正規職員 3.4 4.7
人員数

会計年度（フル） 5.2 8.1
（人）

会計年度（パート） 57.2 13.4

正規職員 23,657.2 32,702.6

人　員 会計年度（フル） 18,220.8 28,382.4

コスト 会計年度（パート） 93,121.6 21,815.2

計 134,999.6 82,900.2

市民一人当たりの経費 4.2 3.7

総額 221,173.6 195,749.2

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

内

主な節 金額 内容

7節 

部

 報償費 0

消耗品費等

評

1,402
10節 需

価

用費 1,402

英語指

【

導3,947、体育指

二

導198
12節 委託

次

費 4,145

14節 

】

工事請負費 0

病後児保

2

育負担金17,398

頁

18節 負担金補助及

指

び交付金 17,398

 

パート職員人件費等6

標

3,229
その他 63

 

,229

名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 86,174 112,849

国庫支出金 8,366 6,955

特 定 都道府県支出金 7,183 13



委

は、保育を必要とする

託

保護者にとって大変有

費

効

評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

4

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

工

か 変わらない

・使用料

事

などの受益者負担や補

請

助対象事業の範囲など

負

、財源確保の余地はな

費

いか

病児保育などは民

1

間に委託して実施する

8

こと、効率的に実施さ

節

れている。

評   価

 

コメント

振り返り（決

負

算年度の取組み課題）

担

通常保育事業でカバー

金

できない保育需要のニ

補

ーズに対応することが

助

できた。　

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費968、賄材料費

和

他487
10節 需用

 

費 1,455

英語指導

5

3,947、体育指導

年

198
12節 委託費

度

4,145

14節 工

当

事請負費 0

病後児保育

初

負担金20,868
1

予

8節 負担金補助及び

算

交付金 20,868

パ

　

ート職員人件費等86

事

,381
その他 86,

業

381

ＣＨＥＣＫ

個別

費

評価

項目 評価観点 評価

の

内容

・市民の生命・財

内

産を守るため市が実施

訳

することが必要不可欠

主

な事業であるか

・行政

な

内部の管理運営上必要

節

な事業であるか

必 要

金

 性 ・市が主体となり

額

実施すべき事業か 必要

内

不可欠

・法的な根拠や

容

公的関与の妥当性はあ

7

るか

・目的は結果（施

節

策の目指す理想）に結

 

びついているか

延長保

 

育や一時保育などの保

報

育は必要不可欠

評  

償

 価

コメント

・事業の

費

成果は上がっているか

1

・目標に対する達成度

0

は十分か

有 効 性 ・

節

市民生活上の課題解決

 

に貢献しているか 大変

需

有効

・行政内部の管理

用

上の課題解決に貢献し

費

ているか

・事業の目的

1

が達成できるような事

2

業内容になっているか

節

病児保育などは民間に

 

委託して実施すること



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

通常保育で対応できない事例への個別対応で、保護者 特別支援保育など支援が必要な児童へのきめ細

内

やかな

の子育て支援を

部

図る必要がある。 保育

評

や、延長保育・病児保

価

育など保護者の子育て

【

支援

を図るための事業

二

で必要性は高まってい

次

る。

外部評価

次年度以

】

降の方向性

外部評価コ

4

メント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

座やイベントを開催　

規

　　　　　 れあい事業

完

等の講座やイベントを

了

開催

　移動式エアコン

事

の設置

令和 4年度　

業

実績 令和 5年度　予

ゼ

定

子育てに関する相談

ロ

支援及び各種イベント

予

実施。 子育てに関する

算

相談支援及び各種イベ

事

ント実施。

子育て世代

業

を対象とした就労支援

担

セミナー等イベント 子

当

育て世代を対象とした

者

就労支援セミナー等イ

全

ベント

実施。 実施。

多

体

世代交流イベントの開

計

催。 多世代交流イベン

画

トの開催。

令和 6年

経

度　予定 令和 7年度

費

　予定

子育てに関する

区

相談支援及び各種イベ

分

ント実施。 子育てに関

内

する相談支援及び各種

線

イベント実施。

子育て

事

世代を対象とした就労

務

支援セミナー等イベン

事

ト 子育て世代を対象と

業

した就労支援セミナー

名

等イベント

実施。 実施

所

。

多世代交流イベント

　

の開催。 多世代交流イ

　

ベントの開催。

属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3645

事務事業名 4292 子育て就労総合支援センター管理運営事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030204 民生費・児童福祉費・子育て就労総合支援センター費
科目

事業 020000 子育て就労総合支援センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

  地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図る 　子育て支援の拠点施設として、子育て家庭が抱える

とともに、子育て世代への育児及び就労の支援、並び 育児不安等の相談窓口となり、育児支援のための各種

に新たな市民の交流と働き方をの場を提供し、

内

にぎわ 講座を開催。

い

部

を創出する。   また

評

、保護者の繋がりを支

価

援するための集いの場

【

の

提供、子育てサーク

二

ル等の活動に対して育

次

成・支援を

行うなど子

】

育て家庭のニーズに沿

1

った事業を行い、子

育

頁

て家庭全般の支援を実

令

施している。

  ファ

和

ミリー・サポート・セ

　

ンター事務局を置き、

５

地

域全体で子育て家庭

年

を支え合う基盤づくり

度

に努めてい

る。

　20

　

22.6.1から（株

行

）Goolightへ

政

指定管理委託。

ＰＬＡ

評

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

価

予定

令和 2年度　実

事

績 令和 3年度　実績

業

　子育てに関する相談

別

支援　 子育てに関する

シ

相談支援　

　子育てミ

ー

ニ講座、すくすく育児

ト

ランド、すくすくパ 子

実

育てミニ講座、すくす

計

く育児ランド、すくす

対

くパパ

パ、シルバー人

象

材センター会員との交

評

流、中高生との 、シル

価

バー人材センター会員

対

との交流、中高生との

象

ふ

ふれあい事業等の講



4,930

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 51,361 59,796

正規職員 1.1 0.3
人員数

会計年度（フル） 1.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.0 0.0

正規職員 7,653.8 2,087.4

人　員 会計年度（フル） 3,504.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,628.0 0.0

計 12,785.8 2,087.4

市民一人当たりの経費 1.9 2.1

総額 100,359.8 110,243.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

謝礼　４
7節  報償費 4

修繕　728
1

内

0節 需用費 728

指

部

定管理委託料6473

評

4　その他　8294

価

12節 委託費 73,

【

028

14節 工事請

二

負費 0

子育て就労支援

次

協議会負担金　136

】

43
18節 負担金補

2

助及び交付金 13,6

頁

43

通信運搬費（電話

指

）15　その他　15

 

6
その他 171

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 87,574 108,156

国庫支出金 32,482 43,430

特 定 都道府県支出金 3,731



委

市民生活上の課題解決

託

に貢献しているか 有効

費

・行政内部の管理上の

1

課題解決に貢献してい

4

るか

・事業の目的が達

節

成できるような事業内

 

容になっているか

地域

工

子育て支援拠点として

事

の中核をになっており

請

、指定管理者が放送事

負

業者でもあることから

費

情報の発信機能

が格段

1

に向上しており、事業

8

の有効性が上がってい

節

る。
評   価

コメン

 

ト

・成果を落とさずに

負

コストを削減する方法

担

はあるか

効 率 性 ・

金

効率性向上に努めてい

補

るか やや向上

・使用料

助

などの受益者負担や補

及

助対象事業の範囲など

び

、財源確保の余地はな

交

いか

情報発信能力の向

付

上により事業の周知な

金

どの効率性があがって

そ

いる。

評   価

コメ

の

ント

振り返り（決算年

他

度の取組み課題）

指定

Ｃ

管理施設として202

Ｈ

2年７月１日から供用

Ｅ

を開始し、子育て就労

Ｃ

支援総合施設として８

Ｋ

万人をこえる来館者も

個

あり、計

画人数より利

別

用されている。今後は

評

、幼年期の子育て相談

価

の拠点としての中核を

項

担ってもらいたい。

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料1,000
10節 

和

需用費 1,000

指定

 

管理委託料75,00

5

0
12節 委託費 75

年

,000

14節 工事

度

請負費 0

協議会負担金

当

　9500　子育て応

初

援補助金　22500

予

18節 負担金補助及

算

び交付金 32,000

　

保険料　156
その他

事

156

ＣＨＥＣＫ

個別

業

評価

項目 評価観点 評価

費

内容

・市民の生命・財

の

産を守るため市が実施

内

することが必要不可欠

訳

な事業であるか

・行政

主

内部の管理運営上必要

な

な事業であるか

必 要

節

 性 ・市が主体となり

金

実施すべき事業か 高い

額

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

容

目的は結果（施策の目

7

指す理想）に結びつい

節

ているか

子育て支援セ

 

ンターが2022年７

 

月に指定管理者へ管理

報

運営を移行し、場所も

償

須坂駅前の利点が発揮

費

され、認知

度も高くな

1

っている。また、複合

0

施設として就労等の相

節

談も可能となり、保健

 

士も常駐しているため

需

健康相談
評   価

の

用

常時実施が可能のため

費

相談機能も向上してい

1

る。
コメント

・事業の

2

成果は上がっているか

節

・目標に対する達成度

 

は十分か

有 効 性 ・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

子育て就労総合支援センターとして、利用者実績も多 子育て支援拠点として重要性の高い事業。さら

内

なる支

く、多角的な支

部

援を行う必要がある。

評

援の充実を図る必要が

価

ある。

外部評価

次年度

【

以降の方向性

外部評価

二

コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 － 内線 3614

事務事業名 15065 児童センター・児童クラブ指定管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 020000 児童センター・児童クラブ指定管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施 　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施

するため、３児童センター、８地域児童クラブの管理 するため、指定管理者に南部児童センター、東部児童

・運営を行う。 センター、北部児童センターと放課後児童クラブの管

内

理・運営を行う。

ＰＬ

部

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

評

び予定

令和 2年度　

価

実績 令和 3年度　実

【

績

　指定管理者に南部

二

児童センター、東部児

次

童センター 　指定管理

】

者に南部児童センター

1

、東部児童センター

、

頁

北部児童センターと放

令

課後児童クラブの管理

和

運営を 、北部児童セン

　

ターと放課後児童クラ

５

ブの管理運営を

委託し

年

、適切な管理運営が図

度

られた。 委託し、適切

　

な管理運営が図られた

行

。

令和 4年度　実績

政

令和 5年度　予定

　

評

指定管理者に南部児童

価

センター、東部児童セ

事

ンター 指定管理者に南

業

部児童センター、東部

別

児童センター、

、北部

シ

児童センターと放課後

ー

児童クラブの管理運営

ト

を 北部児童センターと

実

放課後児童クラブの管

計

理運営を委

委託し、適

対

切な管理運営が図られ

象

た。 託する。

令和 6

評

年度　予定 令和 7年

価

度　予定

対象



25,065

財 源 地方債 0 0

その他 19,334 19,754

一般財源 73,020 71,899

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,087.4 2,087.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,087.4 2,087.4

市民一人当たりの経費 2.7 2.8

総額 139,531.4 143,870.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

指

内

定管理委託料137,

部

444
12節 委託費

評

137,444

14節

価

 工事請負費 0

18節

【

 負担金補助及び交付

二

金 0

その他 0

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 137,444 141,783

国庫支出金 23,694 25,065

特 定 都道府県支出金 21,396



委

域、中央児童センター

託

と連携し、児童センタ

費

ー、放課後児童クラブ

1

の円滑な運営を行って

4

いる。

・児童クラブに

節

おいては、児童が安全

 

に放課後を過ごすこと

工

ができ、保護者が安心

事

して就労できる管理運

請

営を
評   価

行って

負

いる。
コメント

・市担

費

当者が月1回の所長会

1

や３ヶ月に１回の厚生

8

員会に出席し、現場職

節

員の相談に乗ったり、

 

市からの情報

を伝達す

負

るなど情報共有、問題

担

解決に努めている。

・

金

成果を落とさずにコス

補

トを削減する方法はあ

助

るか

効 率 性 ・効率

及

性向上に努めているか

び

向上

・使用料などの受

交

益者負担や補助対象事

付

業の範囲など、財源確

金

保の余地はないか

・統

そ

括責任者の配置により

の

、現場への迅速な指示

他

、指導が効率的かつ正

Ｃ

確に行われており、事

Ｈ

業が円滑に進ん

でいる

Ｅ

。
評   価

コメント

Ｃ

振り返り（決算年度の

Ｋ

取組み課題）

・毎月の

個

報告や、現場訪問によ

別

り、管理運営が適切に

評

行われていることを確

価

認した。

・指定管理者

項

と市との間で、情報共

目

有を丁寧に行うことが

評

できた。

・学校やセン

価

ターとの円滑な連携が

観

図れた。

・指定管理者

点

が作成する実績報告書

評

や計画書に誤字脱字が

価

目立っていたので、市

内

での校正作業に職員が

容

苦労したため、今

後は

・

、確認の上提出を求め

市

たい。

民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

指定管理

和

委託料141,783

 

12節 委託費 141

5

,783

14節 工事

年

請負費 0

18節 負担

度

金補助及び交付金 0

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 必要

訳

不可欠

・法的な根拠や

主

公的関与の妥当性はあ

な

るか

・目的は結果（施

節

策の目指す理想）に結

金

びついているか

・児童

額

健全育成事業、放課後

内

児童健全育成事業を実

容

施する。

・児童クラブ

7

においては国の基準を

節

上回る支援員を配置し

 

、きめ細かな見守りを

 

行い、放課後や学校休

報

業日の
評   価

児童

償

の安心・安全な居場所

費

を確保する。
コメント

1

 

・事業の成果は上が

0

っているか

・目標に対

節

する達成度は十分か

有

 

 効 性 ・市民生活上

需

の課題解決に貢献して

用

いるか 大変有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

2

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

・学校や地



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

受託業者は他自治体での経験を活かして児童・保護者 統括責任者の配置により、現場への迅速な

内

指示、指導

へのサービ

部

スに努めている。 が効

評

率的かつ正確に行われ

価

ており、事業が円滑に

【

実施

できている。

外部

二

評価

次年度以降の方向

次

性

外部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ラブの運営委託

ことが

規

できた。

令和 6年度

完

　予定 令和 7年度　

了

予定

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 － 内線 3614

事務事業名 15067 児童クラブ運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 030000 児童クラブ運営事業

事業目的 事業概要・効果 

　留守家庭児童に放課後の安心・安全な居場所を提供 ・放課後児童健全育成事業の実施

する。 ・民間児童クラブに放課後児童クラブの運営を委託。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　放課後児童健全育成事業として、放課後児童クラブ 　放課後児童健全育成事業として、放課後児童ク

内

ラブ

の登録や利用料の

部

徴収、指定管理者委託

評

業務外の施設 の登録や

価

利用料の徴収、指定管

【

理者委託業務外の施設

二

の維持管理や備品購入

次

、民間児童クラブへの

】

放課後児 の維持管理や

1

備品購入、民間児童ク

頁

ラブへの放課後児

童ク

令

ラブの運営委託等を行

和

い、事業の円滑な実施

　

を図 童クラブの運営委

５

託等を行い、事業の円

年

滑な実施を図

ることが

度

できた。 ることができ

　

た。

令和 4年度　実

行

績 令和 5年度　予定

政

放課後児童健全育成事

評

業として、放課後児童

価

クラブの ・放課後児童

事

健全育成事業の実施

登

業

録や利用料の徴収、指

別

定管理者委託業務外の

シ

施設の ・放課後児童ク

ー

ラブの登録、利用料の

ト

徴収

維持管理や備品購

実

入、民間児童クラブへ

計

の放課後児童 ・指定管

対

理者委託業務外の施設

象

の維持管理、備品購入

評

クラブの運営委託等を

価

行い、事業の円滑な実

対

施を図る ・民間児童ク

象

ラブへの放課後児童ク



財 源 地方債 0 0

その他 2 3

一般財源 39,295 11,441

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.4

正規職員 2,783.2 2,783.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 651.2 651.2

計 3,434.4 3,434.4

市民一人当たりの経費 1.1 0.6

総額 59,041.4 30,268.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費15、印刷製本費76、修繕料598
10

内

節 需用費 689

学童

部

保育システム委託料3

評

48、民間児童クラブ

価

事業委託料24,74

【

8
12節 委託費 25

二

,096

高甫地域児童

次

クラブ教室増設工事2

】

42
14節 工事請負

2

費 242

18節 負担

頁

金補助及び交付金 0

手

指

数料325、借上料1

 

,320、システム使

標

用料817、償還金2

 

7,118
その他 29

名

,580

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 55,607 26,834

国庫支出金 8,566 7,695

特 定 都道府県支出金 7,744 7,695



委

の目的が達成できるよ

託

うな事業内容になって

費

いるか

・児童が安全に

1

放課後を過ごすことが

4

でき、保護者が安心し

節

て就労することができ

 

る。

評   価

コメン

工

ト

・成果を落とさずに

事

コストを削減する方法

請

はあるか

効 率 性 ・

負

効率性向上に努めてい

費

るか 向上

・使用料など

1

の受益者負担や補助対

8

象事業の範囲など、財

節

源確保の余地はないか

 

・放課後児童クラブの

負

管理運営を指定管理者

担

に委託したことにより

金

、市の業務をその監督

補

や、児童の登録事務

等

助

に集約し、業務のスリ

及

ム化を図る。
評   

び

価

コメント

振り返り（

交

決算年度の取組み課題

付

）

・児童クラブの登録

金

等について、指定管理

そ

者と連携し、円滑に進

の

めることができた。

・

他

未納となった利用料の

Ｃ

徴収について、適切な

Ｈ

督促等を行い、年度内

Ｅ

の徴収を行うことがで

Ｃ

きた。

・指定管理者委

Ｋ

託業務外の施設の維持

個

管理、備品購入等を適

別

切に行うことができた

評

。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費30、食糧費3、

和

修繕料1,500
10

 

節 需用費 1,533

5

学童保育システム委託

年

料349、民間児童ク

度

ラブ事業委託料（２か

当

所）22,66
12節

初

 委託費 23,013

予

4

14節 工事請負費

算

0

18節 負担金補助

　

及び交付金 0

通信運搬

事

費70、手数料73、

業

借上料1,320、シ

費

ステム使用料825
そ

の

の他 2,288

ＣＨＥ

内

ＣＫ

個別評価

項目 評価

訳

観点 評価内容

・市民の

主

生命・財産を守るため

な

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

金

か

・行政内部の管理運

額

営上必要な事業である

内

か

必 要 性 ・市が主

容

体となり実施すべき事

7

業か 必要不可欠

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

 

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

報

想）に結びついている

償

か

・放課後児童健全育

費

成事業を推進する。

・

1

児童クラブの登録や、

0

利用料の徴収を行う。

節

評   価

コメント

・

 

事業の成果は上がって

需

いるか

・目標に対する

用

達成度は十分か

有 効

費

 性 ・市民生活上の課

1

題解決に貢献している

2

か 大変有効

・行政内部

節

の管理上の課題解決に

 

貢献しているか

・事業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

利用者の登録、利用料の徴収業務は引き続き行政が行 留守家庭児童に放課後の安全・安心な居場

内

所の提供が

い、保護者

部

が安心して放課後児童

評

クラブを利用できる で

価

きている。

よう努める

【

。

外部評価

次年度以降

二

の方向性

外部評価コメ

次

ント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 － 内線 3614

事務事業名 15068 児童センター管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 040000 児童センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

  児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な 　児童センター施設の維持管理

居場所を提供する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　予算の範囲内で、中央児童センターと、南部児童セ 　予算の範囲内で、中央児童センターと、南部児童セ

ンター、東部児童センター、北

内

部児童センターの指定

部

ンター、東部児童セン

評

ター、北部児童センタ

価

ーの指定

管理者委託業

【

務外の施設維持管理を

二

行い、適切な維持 管理

次

者委託業務外の施設維

】

持管理を行い、適切な

1

維持

管理を行った。 管

頁

理を行った。

令和 4

令

年度　実績 令和 5年

和

度　予定

 予算の範囲

　

内で、中央児童センタ

５

ーと、南部児童セ 予算

年

の範囲内で、中央児童

度

センターと、南部児童

　

セン

ンター、東部児童

行

センター、北部児童セ

政

ンターの指定 ター、東

評

部児童センター、北部

価

児童センターの指定管

事

管理者委託業務外の施

業

設維持管理を行い、適

別

切な維持 理者委託業務

シ

外の施設維持管理を行

ー

う。

管理を行った。

令

ト

和 6年度　予定 令和

実

 7年度　予定

計対象 評価対象



10,847 1,969

正規職員 0.4 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,783.2 2,087.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 162.8 162.8

計 2,946.0 2,250.2

市民一人当たりの経費 0.3 0.1

総額 13,793.0 4,219.2

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費151、光熱水費383、修繕料811
10節 需用費 1,345

保守委託料（南部児

内

童センター、東部児童

部

センター、北部児童セ

評

ンター）
12節 委託

価

費 72
72

児童センタ

【

ー給湯器設置909
1

二

4節 工事請負費 90

次

9

18節 負担金補助

】

及び交付金 0

手数料1

2

83、機器賃借料48

頁

、清掃用具借上料10

指

、備品購入費8,28

 

0
その他 8,521

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,847 1,969

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源



委

 価

コメント

・成果を

託

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

4

に努めているか 変わら

節

ない

・使用料などの受

 

益者負担や補助対象事

工

業の範囲など、財源確

事

保の余地はないか

　予

請

算の範囲内の維持管理

負

を行っている。

評  

費

 価

コメント

振り返り

1

（決算年度の取組み課

8

題）

　予算の範囲内で

節

、中央児童センターと

 

南部児童センター、東

負

部児童センター、北部

担

児童センターの指定管

金

理者委託業務

外の施設

補

維持管理等を適切に行

助

った。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費210、光熱水費3

和

66、修繕料1,00

 

0
10節 需用費 1,

5

576

印刷機年間保守

年

料72
12節 委託費

度

72

14節 工事請負

当

費 0

18節 負担金補

初

助及び交付金 0

手数料

予

251、機器賃借料4

算

9、清掃用具借上料1

　

1、原材料費10
その

事

他 321

ＣＨＥＣＫ

個

業

別評価

項目 評価観点 評

費

価内容

・市民の生命・

の

財産を守るため市が実

内

施することが必要不可

訳

欠な事業であるか

・行

主

政内部の管理運営上必

な

要な事業であるか

必 

節

要 性 ・市が主体とな

金

り実施すべき事業か 必

額

要不可欠

・法的な根拠

内

や公的関与の妥当性は

容

あるか

・目的は結果（

7

施策の目指す理想）に

節

結びついているか

　児

 

童の安心・安全な居場

 

所を確保するため、施

報

設の適切な維持管理を

償

行う。

評   価

コメ

費

ント

・事業の成果は上

1

がっているか

・目標に

0

対する達成度は十分か

節

有 効 性 ・市民生活

 

上の課題解決に貢献し

需

ているか 大変有効

・行

用

政内部の管理上の課題

費

解決に貢献しているか

1

・事業の目的が達成で

2

きるような事業内容に

節

なっているか

　施設の

 

修繕等を行う。

評  



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適正に施設の維持管理を行い、児童の安心、安全な居 適正に施設の維持管理を行い、児童の安心

内

、安全な居

場所の確保

部

を図っている。 場所の

評

確保を図っている。

外

価

部評価

次年度以降の方

【

向性

外部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 － 内線 3614

事務事業名 15069 児童センター運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 050000 児童センター運営事業

事業目的 事業概要・効果 

 児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な   児童健全育成事業の実施

居場所を提供する。 　中央児童センターの運営

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全 　中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全

な居場所

内

の提供が図られた。ま

部

た、指定管理者に管理

評

な居場所の提供が図ら

価

れた。また、指定管理

【

者に管理

運営を委託し

二

た３センターと連携し

次

た子育て支援事業 運営

】

を委託した３センター

1

と連携した子育て支援

頁

事業

を行った。 を行っ

令

た。

　 　　

令和 4年

和

度　実績 令和 5年度

　

　予定

　中央児童セン

５

ターにおいて、健全な

年

遊びの場、安全 　中央

度

児童センターにおいて

　

、健全な遊びの場、安

行

全

な居場所の提供が図

政

られた。また、指定管

評

理者に管理 な居場所を

価

提供する。また、指定

事

管理者に管理運営を

運

業

営を委託した３センタ

別

ーと連携した子育て支

シ

援事業 委託した３セン

ー

ターと連携した子育て

ト

支援事業を行う

を行っ

実

た。 。

　　  

令和 

計

6年度　予定 令和 7

対

年度　予定

象 評価対象



,865 9,437

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,783.2 2,783.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 162.8 162.8

計 2,946.0 2,946.0

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 10,811.0 12,383.0

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費207、食糧費12、医薬材料費2、印刷製本費18
10節 需用費 239

12節 委

内

託費 0

14節 工事請

部

負費 0

会議出席負担金

評

35
18節 負担金補

価

助及び交付金 35

報酬

【

513、給料4,89

二

8、職員手当887、

次

共済費1,119、旅

】

費79、通信運搬費5

2

1
その他 7,591

、

頁

保険料44

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,865 9,437

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 7



委

いるか

・事業の目的が

託

達成できるような事業

費

内容になっているか

・

1

児童に対し、健全な遊

4

びの場と安全な居場所

節

を提供する。

・指定管

 

理者に管理運営を委託

工

した南部児童センター

事

、東部児童センター、

請

北部児童センターと連

負

携しながら
評   価

費

未就園児親子等の集ま

1

りの場を提供し、子育

8

て支援事業を実施する

節

。
コメント

・成果を落

 

とさずにコストを削減

負

する方法はあるか

効 

担

率 性 ・効率性向上に

金

努めているか 向上

・使

補

用料などの受益者負担

助

や補助対象事業の範囲

及

など、財源確保の余地

び

はないか

・指定管理者

交

に管理運営を委託した

付

３センターと合同の所

金

長会、厚生員会等を行

そ

う。

・指定管理者の行

の

う研修に参加する。
評

他

   価

コメント

振り

Ｃ

返り（決算年度の取組

Ｈ

み課題）

・児童に健全

Ｅ

な遊びの場、安全な居

Ｃ

場所の提供が図られた

Ｋ

。

・指定管理者に管理

個

運営を委託した３セン

別

ターと連携した子育て

評

支援事業等を行い、未

価

就園児親子等への支援

項

が図られた

。

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼30、謝礼4

令

7節  報償費 34

消

和

耗品費336、食糧費

 

20、医薬材料費5
1

5

0節 需用費 361

1

年

2節 委託費 0

14節

度

 工事請負費 0

会議出

当

席負担金48
18節 

初

負担金補助及び交付金

予

48

報酬1,075、

算

給料5,019、職員

　

手当1,284、共済

事

費1,294、旅費2

業

23、通信運
その他 8

費

,994
搬費55、保

の

険料44

ＣＨＥＣＫ

個

内

別評価

項目 評価観点 評

訳

価内容

・市民の生命・

主

財産を守るため市が実

な

施することが必要不可

節

欠な事業であるか

・行

金

政内部の管理運営上必

額

要な事業であるか

必 

内

要 性 ・市が主体とな

容

り実施すべき事業か 必

7

要不可欠

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

 

あるか

・目的は結果（

 

施策の目指す理想）に

報

結びついているか

・児

償

童の健康増進と豊かな

費

情操を育むため、児童

1

に健全な遊びと安全な

0

居場所を提供し、健全

節

育成を図る。

評   

 

価

コメント

・事業の成

需

果は上がっているか

・

用

目標に対する達成度は

費

十分か

有 効 性 ・市

1

民生活上の課題解決に

2

貢献しているか 大変有

節

効

・行政内部の管理上

 

の課題解決に貢献して



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

健全な遊び場の提供を図っている 健全な遊びの場・安全な居場所の提供を図っている。

外部評価

内

次年度以降の方向性

外

部

部評価コメント

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3614

事務事業名 17177 児童センター整備事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 060000 児童センター整備事業

事業目的 事業概要・効果 

児童センターの施設整備及び環境整備を行い、安心安 南部児童センター駐車場は砂利敷きであり、雨天時に

全な児童の健全育成を実施する。 雨が溜まるなど利用者から改善を求める声が多いため

、舗装を行い、利用者の利便性向上を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度

内

　実績

令和 4年度　

部

実績 令和 5年度　予

評

定

　児童センターの環

価

境整備を行い、安心安

【

全な児童の

健全育成を

二

実施する。

令和 6年

次

度　予定 令和 7年度

】

　予定

1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0

正規職員 0.0 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 695.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 695.8

市民一人当たりの経費 0.0 0.1

総額 0.0 2,895.8

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 2,200

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 2,20



委

る。

評   価

コメン

託

ト

・成果を落とさずに

費

コストを削減する方法

1

はあるか

効 率 性 ・

4

効率性向上に努めてい

節

るか 向上

・使用料など

 

の受益者負担や補助対

工

象事業の範囲など、財

事

源確保の余地はないか

請

・利用しやすい環境整

負

備を行うことで、安心

費

安全な活用となる。

評

1

   価

コメント

振り

8

返り（決算年度の取組

節

み課題）

昨年度事業無

 

し

負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

南部児童セン

 

ター駐車場舗装工事 

5

2,200
14節 工

年

事請負費 2,200

1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 0

その他 0

ＣＨ

初

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

予

価観点 評価内容

・市民

算

の生命・財産を守るた

　

め市が実施することが

事

必要不可欠な事業であ

業

るか

・行政内部の管理

費

運営上必要な事業であ

の

るか

必 要 性 ・市が

内

主体となり実施すべき

訳

事業か 高い

・法的な根

主

拠や公的関与の妥当性

な

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

金

に結びついているか

・

額

南部児童センター駐車

内

場は、現在砂利敷きで

容

あり、雨天時に雨が溜

7

まるなど利用者から改

節

善を求める声が多

いた

 

め、舗装を行い、利用

 

者の利便性向上を図る

報

。
評   価

 
コメン

償

ト

・事業の成果は上が

費

っているか

・目標に対

1

する達成度は十分か

有

0

 効 性 ・市民生活上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか 大変有効

・行政

需

内部の管理上の課題解

用

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

2

っているか

・利用者の

節

ニーズに合わせ、利用

 

しやすい環境整備を図



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設面の課題を洗い出し、必要な整備を行っていく。 利用しやすい環境整備に努め、利用者の利

内

便性の向上

を図る。

外

部

部評価

次年度以降の方

評

向性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3312

事務事業名 4080 母子・父子家庭支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030206 民生費・児童福祉費・母子・父子福祉費
科目

事業 010000 母子・父子家庭支援事業

事業目的 事業概要・効果 

母子・父子家庭の福祉の推進を積極的に行うことによ 母子・父子自立支援員を設置し、母子、父子家庭の生

り地域福祉の向上を図る。 活全般にわたる相談と自立に必要な指導助言を行う。

 母子、父子の職業能力の開発のため、講座修了者に

支援を行う等母子、父子家庭への支援を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和

内

 2年度　実績 令和 

部

3年度　実績

・母子父

評

子家庭数　571世帯

価

　 ・母子父子家庭数　

【

582世帯　

・母子家

二

庭高等職業訓練促進費

次

給付　1人1,200

】

,000円 ・母子家庭

1

高等職業訓練促進費給

頁

付　2人2,930,

令

000円

・入所施設措

和

置費　1世帯　1,1

　

11,895円 ・入所

５

施設措置費　1世帯　

年

3,717,069円

度

令和 4年度　実績 令

　

和 5年度　予定

・母

行

子父子家庭数　554

政

世帯　 ・母子父子家庭

評

数　554世帯　

・母

価

子家庭高等職業訓練促

事

進費給付　1,680

業

,000円 ・母子家庭

別

高等職業訓練促進費給

シ

付　2,930,00

ー

0円

・入所施設措置費

ト

　1世帯　6,399

実

,059円 ・入所施設

計

措置費　1世帯　6,

対

019,000円

令和

象

 6年度　予定 令和 

評

7年度　予定

価対象



04

財 源 地方債 0 0

その他 5 1,001

一般財源 6,642 6,830

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,087.4 1,391.6

人　員 会計年度（フル） 3,504.0 3,504.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 5,591.4 4,895.6

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 18,140.4 19,699.6

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費8
10節 需用費 8

12

内

節 委託費 0

14節 

部

工事請負費 0

負担金3

評

　親子の集い225　

価

公正証書作成補助21

【

2
18節 負担金補助

二

及び交付金 440

母子

次

・父子家庭高等職業訓

】

練促進給付金　1,6

2

80
その他 12,10

頁

1
母子生活支援施設入

指

所委託料6,399　

 

その他4,022

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 12,549 14,804

国庫支出金 4,302 5,469

特 定 都道府県支出金 1,600 1,5



委

るか

・事業の目的が達

託

成できるような事業内

費

容になっているか

母子

1

・父子自立支援員の配

4

置により、地域福祉の

節

向上を図る上で有効に

 

機能している。

評  

工

 価

コメント

・成果を

事

落とさずにコストを削

請

減する方法はあるか

効

負

 率 性 ・効率性向上

費

に努めているか やや向

1

上

・使用料などの受益

8

者負担や補助対象事業

節

の範囲など、財源確保

 

の余地はないか

県内他

負

市に先がけて実施した

担

養育費に関する公正証

金

書等の作成に要する費

補

用の補助について、国

助

の補助（１/

２）を活

及

用しながら実施した。

び

評   価

コメント

振

交

り返り（決算年度の取

付

組み課題）

母子・父子

金

自立支援員を設置し、

そ

母子・父子家庭や寡婦

の

家庭の相談・助言を行

他

うとともに、各種事業

Ｃ

を通じて家庭の自立

と

Ｈ

生活基盤の安定を図っ

Ｅ

た。特に、村石母子・

Ｃ

父子家庭特別奨学金給

Ｋ

付基金条例の見直しを

個

行い、他給付金との併

別

用を認

める改正を行っ

評

た。養育費の継続した

価

履行確保を図るため、

項

養育費の取決めを行う

目

ひとり親に対し、養育

評

費に関する公正

証書等

価

の作成に要する費用の

観

補助を行い、ひとり親

点

家庭の自立と生活基盤

評

の安定を図った。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費10
10節 需用

和

費 10

12節 委託費

 

0

14節 工事請負費

5

0

負担金3　親子の集

年

い補助金　650　公

度

正証書作成補助135

当

18節 負担金補助及

初

び交付金 788

母子・

予

父子家庭高等職業訓練

算

促進給付金　2,93

　

0
その他 14,006

事

母子生活支援施設入所

業

委託料6,019　そ

費

の他5,057

ＣＨＥ

の

ＣＫ

個別評価

項目 評価

内

観点 評価内容

・市民の

訳

生命・財産を守るため

主

市が実施することが必

な

要不可欠な事業である

節

か

・行政内部の管理運

金

営上必要な事業である

額

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

容

業か 必要不可欠

・法的

7

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

報

か

母子・父子自立支援

償

員によるひとり親家庭

費

等の相談・助言を行い

1

自立と生活基盤の安定

0

を図るために必要不可

節

欠である。
評   価

 

コメント

・事業の成果

需

は上がっているか

・目

用

標に対する達成度は十

費

分か

有 効 性 ・市民

1

生活上の課題解決に貢

2

献しているか 大変有効

節

・行政内部の管理上の

 

課題解決に貢献してい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

村石母子・父子家庭奨学金給付基金条例の見直しを行 村石母子・父子家庭奨学金給付基金条例の

内

見直しによ

い、他給付

部

金との併用を認め、利

評

用しやすいよう改正 り

価

、申請実績が増え、効

【

果的であった。引き続

二

きひと

した。 り親家庭

次

の自立と生活基盤の安

】

定を図る。

引き続きひ

4

とり親家庭の自立と生

頁

活基盤の安定を図る

。

Ａ

外部評価

次年度以降の

Ｃ

方向性

外部評価コメン

Ｔ

ト

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12161 親子通園施設管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 010000 親子通園施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

親子通園施設くれよんの適切な施設管理 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童に対して個別指導を行い、児童の育成を促すとと

もに、保護者への子育て支援を行うための親子通園施

設の適正な管理を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育室・訓練室カーペットク

内

リーニング 保育室・訓

部

練室カーペットクリー

評

ニング

 

令和 4年度

価

　実績 令和 5年度　

【

予定

保育室・訓練室カ

二

ーペットクリーニング

次

保育室・訓練室カーペ

】

ットクリーニング

令和

1

 6年度　予定 令和 

頁

7年度　予定

保育室・

令

訓練室カーペットクリ

和

ーニング 保育室・訓練

　

室カーペットクリーニ

５

ング

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



265

正規職員 0.0 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.3 0.7
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 0.0 1,391.6

人　員 会計年度（フル） 1,051.2 2,452.8

コスト 会計年度（パート） 162.8 0.0

計 1,214.0 3,844.4

市民一人当たりの経費 0.0 0.1

総額 1,400.0 4,109.4

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

ガス料79、上下水道料48　その他4
10節 需用費 131

 

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18

内

節 負担金補助及び交

部

付金 0

保育室・訓練室

評

カーペットクリーニン

価

グ、ピアノ調律55
そ

【

の他 55
 

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 186 265

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 186



委

にコストを削減する方

託

法はあるか

効 率 性

費

・効率性向上に努めて

1

いるか 変わらない

・使

4

用料などの受益者負担

節

や補助対象事業の範囲

 

など、財源確保の余地

工

はないか

最低限の費用

事

で実施

評   価

コメ

請

ント

振り返り（決算年

負

度の取組み課題）

予算

費

の範囲内での工夫は、

1

毎年苦慮しているが、

8

何とか対応

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

ガス

令

料111、上下水道料

和

66、修繕料22
10

 

節 需用費 199

12

5

節 委託費 0

14節 

年

工事請負費 0

18節 

度

負担金補助及び交付金

当

0

保育室・訓練室カー

初

ペットクリーニング、

予

ピアノ調律56
その他

算

66
訓練用具等修繕用

　

材料費等10

ＣＨＥＣ

事

Ｋ

個別評価

項目 評価観

業

点 評価内容

・市民の生

費

命・財産を守るため市

の

が実施することが必要

内

不可欠な事業であるか

訳

・行政内部の管理運営

主

上必要な事業であるか

な

必 要 性 ・市が主体

節

となり実施すべき事業

金

か 必要不可欠

・法的な

額

根拠や公的関与の妥当

内

性はあるか

・目的は結

容

果（施策の目指す理想

7

）に結びついているか

節

子どもが利用する施設

 

として、まれな施設で

 

あり、必要不可欠

評 

報

  価

コメント

・事業

償

の成果は上がっている

費

か

・目標に対する達成

1

度は十分か

有 効 性

0

・市民生活上の課題解

節

決に貢献しているか 有

 

効

・行政内部の管理上

需

の課題解決に貢献して

用

いるか

・事業の目的が

費

達成できるような事業

1

内容になっているか

十

2

分に成果は達成されて

節

いる。

評   価

コメ

 

ント

・成果を落とさず



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適切な維持管理に努める。 適切な維持管理をに努める。

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価コ

内

メント

部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 窪田

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12178 親子通園事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 020000 親子通園事業

事業目的 事業概要・効果 

　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童が、保護者とともに通園し、機能訓練及び生活指 児童の保育、機能訓練及び生活指導を行い育成を促す

導を通して生活に必要な力を向上させる。また、その ことができた。

保護者に対して相談に応じる等の支援を行い、総合的  

に児童の

内

育成支援を図る。

ＰＬ

部

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

評

び予定

令和 2年度　

価

実績 令和 3年度　実

【

績

機能訓練、生活指導

二

、保護者支援 機能訓練

次

、生活指導、保護者支

】

援

令和 4年度　実績

1

令和 5年度　予定

機

頁

能訓練、生活指導、保

令

護者支援 機能訓練、生

和

活指導、保護者支援

令

　

和 6年度　予定 令和

５

 7年度　予定

機能訓

年

練、生活指導、保護者

度

支援 機能訓練、生活指

　

導、保護者支援

行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 4,402 4,683

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 1.1 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.9 1.3

正規職員 2,087.4 2,087.4

人　員 会計年度（フル） 3,854.4 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,465.2 2,116.4

計 7,407.0 4,203.8

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 11,809.0 8,886.8

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

音楽療法士謝礼70
7節  報償費 70

消耗品81、食糧費3、医療材料費3　その他３
10

内

節 需用費 90
 

12

部

節 委託費 0

14節 

評

工事請負費 0

18節 

価

負担金補助及び交付金

【

0

嘱託医報酬17、会

二

計年度任用職員報酬6

次

0、給料2,562、

】

手当486、共済費6

2

5
その他 4,242

9

頁

、旅費2、電話料他4

指

5、 その他411

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,402 4,683

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

   価

コメント

・成

託

果を落とさずにコスト

費

を削減する方法はある

1

か

効 率 性 ・効率性

4

向上に努めているか 変

節

わらない

・使用料など

 

の受益者負担や補助対

工

象事業の範囲など、財

事

源確保の余地はないか

請

他にない施設のため、

負

利用者数から見る効率

費

性を数値だけでとらえ

1

ることは難しい。

評 

8

  価

コメント

振り返

節

り（決算年度の取組み

 

課題）

児童の機能訓練

負

を保護者と一緒に通う

担

施設であり、情報交換

金

の場として、今後も必

補

要

助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

音楽療法士謝礼120

令

7節  報償費 120

和

 

消耗品81、食糧費

 

10、賄材料10、医

5

療材料費3
10節 需

年

用費 104

12節 委

度

託費 0

14節 工事請

当

負費 0

18節 負担金

初

補助及び交付金 0

嘱託

予

医報酬17、会計年度

算

任用職員報酬3,02

　

4、手当等596、共

事

済費575、旅
その他

業

4,459
費195、

費

役務費52

ＣＨＥＣＫ

の

個別評価

項目 評価観点

内

評価内容

・市民の生命

訳

・財産を守るため市が

主

実施することが必要不

な

可欠な事業であるか

・

節

行政内部の管理運営上

金

必要な事業であるか

必

額

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

容

高い

・法的な根拠や公

7

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

 

の目指す理想）に結び

 

ついているか

支援が必

報

要な児童がいることか

償

ら必要な施設

評   

費

価

コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

0

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に

需

貢献しているか 有効

・

用

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

2

できるような事業内容

節

になっているか

実施の

 

支援は有効である。

評



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童発達支援センターの設置検討が必要な時期となっ 利用者に対し必要な療育や生活指導の支援

内

を行う有効

てきている

部

。 な事業であるが、児

評

童発達支援センターの

価

設置検討と

併せて今後

【

の事業の在り方を検討

二

する必要がある。

外部

次

評価

次年度以降の方向

】

性

外部評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　５年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4296 幼稚園助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100501 教育費・幼稚園費・幼稚園費
科目

事業 010000 幼稚園助成事業

事業目的 事業概要・効果 

幼児教育の振興を図るため 市内の４私立幼稚園の運営の安定化が図れた。また、

特別支援保育対策事業補助金を交付して特別に支援が

必要な児童の受け入れの促進を図れた。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

私立幼稚園補助金　　　　　　　2,394,000円 私立幼稚園補助金　　　　　　　2,1

内

15,900円

特別支

部

援保育対策事業補助金

評

　　3,480,00

価

0円 特別支援保育対策

【

事業補助金　　390

二

,600円

令和 4年

次

度　実績 令和 5年度

】

　予定

私立幼稚園補助

1

金　　　　　　　1,

頁

025,700円 私立

令

幼稚園補助金　　　　

和

　　　1,104,0

　

00円

特別支援保育対

５

策事業補助金　　88

年

1,195円 特別支援

度

保育対策事業補助金　

　

　1,740,000

行

円

令和 6年度　予定

政

令和 7年度　予定

評価事業別シート

実計対象 評価対象



06

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3,152 7,671

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,087.4 1,391.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,087.4 1,391.6

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 16,243.4 23,300.6

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

私

内

立幼稚園補助金1,0

部

26、特別支援対策事

評

業補助金881
18節

価

 負担金補助及び交付

【

金 14,152
施設等

二

利用給付費12,01

次

7、副食費補足給付費

】

228

郵便料4
その他

2

4

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 4年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 4年度 令和 5年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,156 21,909

国庫支出金 7,311 9,432

特 定 都道府県支出金 3,693 4,8



委

価

コメント

・成果を落

託

とさずにコストを削減

費

する方法はあるか

効 

1

率 性 ・効率性向上に

4

努めているか 変わらな

節

い

・使用料などの受益

 

者負担や補助対象事業

工

の範囲など、財源確保

事

の余地はないか

民間幼

請

児教育施設は公立で実

負

施するより効率的

評 

費

  価

コメント

振り返

1

り（決算年度の取組み

8

課題）

財政支援をする

節

ことで、幼児教育の拡

 

充ができた。

負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 5

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立幼稚園補

5

助金1,104、特別

年

支援対策事業補助金1

度

,740
18節 負担

当

金補助及び交付金 21

初

,888
施設等利用給

予

付費18,504、副

算

食費補足給付費540

　

郵便料21
その他 21

事

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

業

目 評価観点 評価内容

・

費

市民の生命・財産を守

の

るため市が実施するこ

内

とが必要不可欠な事業

訳

であるか

・行政内部の

主

管理運営上必要な事業

な

であるか

必 要 性 ・

節

市が主体となり実施す

金

べき事業か 必要不可欠

額

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

容

目的は結果（施策の目

7

指す理想）に結びつい

節

ているか

公立の幼児教

 

育施設が無いことから

 

必要不可欠

評   価

報

コメント

・事業の成果

償

は上がっているか

・目

費

標に対する達成度は十

1

分か

有 効 性 ・市民

0

生活上の課題解決に貢

節

献しているか 大変有効

 

・行政内部の管理上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか

・事業の目的が達

費

成できるような事業内

1

容になっているか

幼児

2

教育の推進には民間幼

節

児教育施設への財政支

 

援は大変有効

評   



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

公立の施設が無いことから、今後も民間幼児教育施設 幼児教育推進のため民間幼児教育施設への財政

内

支援は

への財政支援は

部

継続する。 継続する必

評

要がある。

外部評価

次

価

年度以降の方向性

外部

【

評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


